
とくしまの学校における働き方改革プラン
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学校を取り巻く環境は、複雑かつ多様化しており、学校への期待や役割がさ
らに拡大する中、教職員の負担が増加しています。
平成28年度の文部科学省の調査によると、月80時間を超える時間外勤務を

行った者が多数いたことがわかるなど、看過できない状況が明らかになりまし
た。また、本県においても、昨年度、時間外勤務の状況を調査したところ、小
中学校においても国の調査とほぼ同様の状況がわかったところです。
子供たちの成長は、教職員一人一人の「情熱と誇り」に支えられています。

教職員の皆さんが、こうした思いを持ち続け、学習や生活の指導に集中できる
環境を整備していくことが必要となっています。
このため、県教育委員会では「とくしまの学校における働き方改革プラン」

を策定し、市町村教育委員会、学校と一体となって、教職員の働き方改革に取
り組んでいきます。

はじめに とくしまの学校における働き方改革プラン策定にあたって

【現状】月当たりの時間外業務
小：約56時間 中：約83時間
県立学校：約14時間

（時間外勤務調査（H29）より）

【課題】小学校では、回答者の約７割が
クラス担任をしており、児童在校中は、
授業準備や校務を行う時間の確保が難し
い。中学校・県立学校では、部活動の従
事率が約７～８割であり、部活動が長時
間労働の要因の一つとなっている。

勤務実態の状況
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業務の適正化と質的転換による
教育力の向上と持続可能な学校づくり

目 標

月当たりの時間外勤務の目標 全県で２５％減（平成29年度比）

５つの柱に取り組むことにより、
限られた時間のなかで児童生徒に対
して効果的な指導を行うことができ
るよう、教育活動の質的な転換を目
指します。
それにより、時代のニーズに対応

した、質の高い教育を持続的に行う
ことができる学校づくりを推進して
いきます。

①勤務時間の管理と意識改革
②業務改善の推進
③外部人材等の活用
④部活動の適正化
⑤保護者・地域への理解促進

目 的

《とくしまの学校における働き方改革》
http：//hatarakikata.tokushima-ec.ed.jp

（Ｈ３１）
（２５％減）

（Ｈ３２）（Ｈ３０）

全県での時間外勤務の縮減目標を2020年度で25％減と設定し、
５つの柱のもと教育委員会と学校で計画的に取り組みます。

『学校における働き方改革』取組の推進

推進のための５つの柱

県教育委員会では、上記５つの柱をもとに市町村教育委員会・学校との三者で

連携して、保護者や県民の皆様の理解を得ながら働き方改革を推進します。

県教育委員会が取り組む改善策を「ロードマップ」として明記し、計画的に推
進していくとともに、市町村教育委員会・学校に提案する取組例を示しており、
教職員一人一人が児童生徒と向き合う時間を十分確保し、健康で、生き生きと働
くことにより、本県の教育力を一層高めることができるよう取り組みます。

－ ２ －
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取組の柱 《 １ 》 勤務時間の管理と意識改革

１．県教育委員会の取組（ロードマップ）

① 働き方改革宣言における毎年度の目標設定

「働き方改革宣言」における毎年度の目標設定を行うとともに、市町村教育委

員会や小中学校に対しても周知し、全県下での改善の取組を促す。

② 管理職への働き方に関する意識改革の推進とマネジメント研修の充実

平成30年度県教育委員会「働き方改革宣言」
目 標
〇年次有給休暇の取得日数：前年度より「＋２日」以上取得

具体的取組内容
〇毎日「15分」早く仕事を切り上げる

計画的に業務を遂行し、予定した退庁時刻より１５分早く仕事を終えられるよう心がける。
〇管理職員による超過勤務時間の把握と声かけの積極的な実施

管理職員は、職員一人一人の超過勤務の状況を把握し、定時退庁日のほか超過勤務の多い
職員等に声かけを行い、職員の時間管理の意識を醸成する。

〇「家族」や「自己研鑽」のための休暇を月１日以上取得促進
年休や夏休が取得しやすい環境づくりに努め、月１日以上の取得を奨励する。

年間のスケジュール （2018・2019・2020年度）

目標設定・宣言 県立学校での実践、小中学校への周知・実践 検証

３月4月 7月 10月 1月

※各年度とも同様のスケジュール・方法で行う

平成30年度人事評価及び働き方改革に関する研修
〇市町村教育委員会 4/17
〇市町村立小・中学校 校長 4/18
〇市町村立小・中学校 副校長・教頭 4/24
〇県立学校長 4/17
〇県立学校副校長・教頭 4/23
〇学校リーダー研修（小・中学校長） 6/６
〇事務局・小中教頭等研修 10/30
〇学校リーダー研修（新任教頭等） 12/3

教職員の育成・評価システムにおける管理職の働き方改革への取組
「教職員の育成・評価システム」の管理職の目標管理における「職務の具体例」や能力評価

における「着眼点」の中に、「業務改善」と「ワークライフバランスの推進」に関する視点を
新たに加え、目標管理シートの「今年度の目標」として必ず取り組むよう周知している。

文部科学省学校業務改善アドバイザー
による助言

－ ３ －

「とくしま教員育成指標」における管理職の資質・能力及び「教職員の育成・
評価システム」における管理職の評価項目内に、働き方改革に関する視点を盛り
込み、管理職の意識改革を図る。また、外部アドバイザー等、専門家による講義
により、管理職対象の勤務時間を意識した働き方改革に関する研修の充実を図る。
これらにより、管理職のリーダーシップのもと学校全体での取組を推進する。



③ 学校における優れた業務改善事例の周知・広報

事務局、公立学校を対象に学校における業務棚卸しを引き続き実施するとと

もに、「とくしまの学校における働き方改革ホームページ」や「教育通信ふれ
あいひろば」等の広報紙で、その優れた事例を積極的に周知・広報することで、
学校現場における業務改善を支援する。

重点モデル地域やモデル校
の取組紹介

⑤ とくしまの学校における働き方改革ホームページによる周知・広報

＜勤務時間を意識した働き方＞

働き方改革宣言を紹介

④ 年単位で管理する変形労働時間制の導入に向けた検討

http://hatarakikata.tokushima-ec.ed.jp

今後の文部科学省における検討を踏まえ、県・市町村教育委員会において、
変形労働時間制の導入に向けた検討を行う。

退校時刻を明示し、計画的な業務を実践

＜職場環境の改善＞

スタンディングデスクの設置など
協働を促す空間づくり

＜勤務時間の把握＞

タイムカードに
よる勤怠管理

＜ICTの活用による業務の効率化＞

各教室にタブレットを設置し、職員室と連動

＜タイムマネジメントの研修＞

ワークライフバランスのために時間
をどう使うかグループ討議

変形労働時間制とは
春先や年度末など繁忙期の勤務時間の上限を８時間から10時間に延長する一方、夏季休業中

などは短くして、学校閉庁日を設けやすくするなど、勤務時間を年単位で管理する制度のこと。

学校における優れた業務改善の事例とともに、本年度指定した重点モデル
地域・モデル校の取組やその成果を周知・広報する。

－ ４ －

平成２９年度グループ表彰事例 牟岐町立牟岐小学校
「カエル時刻の設定とパブリックスペースの有効活用」
カエル時刻の設定により、１日を見通した計画的な業務

遂行を推進した結果、概ね１日１５分の時間外勤務の縮減に
つながった。
また、整理したロッカー上部をパブリックスペースとして、

立ち会議等に活用するなど、情報共有が図られた。



③ ＩＣＴを活用した勤務時間管理の導入・整備の検討

（重点モデル地域・モデル校の事例）パソコンの起
動とシャットダウンの時刻を自動的に記録するソフ
トウェアを活用した客観的な時間管理や、時間管理
用のパソコンとタイムカードを導入し、勤務時間の
管理を行った。

２ ．市町村教育委員会の取組例

① 勤務時間の縮減等に関する方針・目標の設定

（重点モデル地域の事例）町立の幼小中教職員の勤務につい
ての指針を作成し、学校長に通知するとともに、最終退校時
刻等の勤務指針については、町教委と学校長の連名で保護者
に周知した。
〇教職員の勤務態様による適正な勤務時間の割振り

7:00～15:45 学校用務員
7:30～16:15 朝のあいさつ運動・交通指導等を行う教員
8:00～16:45 通常勤務職員

〇月１回以上のノー残業デーの実施
〇最終退校時刻の設定

・小学校の残業は１時間以内
・中学校は、部活動終了後、１時間以内

〇夏季休業中の学校閉庁日の設定
8/12～15日の４日間は学校閉庁日として、日直勤務者を置かな
い。この間、年休等の積極的利用を図る。

④ 管理職への働き方に関するマネジメント研修の実施

（重点モデル地域の事例）町教委が主体となって、
外部アドバイザーからの管理職を含めた幼小中合同
の働き方改革に関する研修会を実施した。

教職員の正確な勤務時間の把握の重要性やガイドラインを踏まえた部活動の活

動時間と休養日の設定などを内容とした管理職を対象とした研修会を開催する。

重点モデル地域やモデル校で取り組んでいるような小中学校における月１回の

ノー残業デーの実施など、教職員の勤務態様によって適した勤務時間を設定する
などの方針を決定する。

② 市町村での時間管理の取り決め（退校時刻・学校閉庁日等）

保護者等への周知の上、教職員の最終退校時刻の設定やお盆期間等における、

統一した学校閉庁日の設定を行う。

管内の学校に、出退勤時刻を把握するためのソフトウェアやタイムカード等の

導入・整備に向けて、検討を行う。

（効果）教職員の勤務
態様による勤務時間の
割振りへの保護者理解
のもと、教職員の休暇
取得の促進及び時間外
勤務の縮減意識の向上
につながっている。

（効果）勤務時間を的確に把握
できるとともに、勤務時間を意
識した働き方の推進のための意
識付けにもなっている。

（効果）持続可能なタイムマネジメン
トの醸成につなげるとともに、これま
での自分の働き方を見つめ直すよい機
会となった。

－ ５ －



３ ．学校の取組例

② 最終退校時刻の設定

④ 長期休業中の時差出勤の実施

毎月の「教職員定時退校日」の設定など、教職員が退校時刻を意識し、効率的
に業務を進めることができるよう努める。

① 管理職による勤務時間の客観的な把握

（モデル校の事例）職員室施錠目標時間を指針
等に定められた部活動の活動時間終了後、１時
間と設定し、施錠目標時刻になれば、職員玄関
を施錠する。特別な事情のある場合は、事前申
出により管理職の許可を得た上で、超過勤務表
を管理職に提出する。

⑤ 外部講師を招いた研修会の開催

（モデル校の事例）文部科学省学校業務改善アドバイザーに
よる研修会を実施するとともに、学校の抱える課題や問題点
を洗い出した上で、解決に向けたアドバイスをいただいた。
（アドバイザーからの助言例）
・教員自身が意識して時間管理をするなど、働き方改革
には、教員一人一人の意識が何より重要である。

・主体的に行動できる児童生徒の育成のためには、教員
自身が模範を示し、主体的に行動する。

・勤務時間を意識した働き方に努め、限られた時間で成
果をあげる意識を持つこと。

教職員の出退勤時刻の入力や記入等を習慣化し、管理職が勤務時間の客観的な

把握に努める。

最終退校時刻を設定することにより、教職員が退校時刻を意識し、効率的に業

務を進めることができるよう努める。

文部科学省学校業務改善アドバイザー等、外部講師を招き、時間を意識した働
き方など、意識改革をテーマとした研修会を開催する。

長期休業期間中の時差出勤により時間外勤務の縮減を図るとともに、ワークラ

イフバランスの取組を推進する。

③ 会議や研修、部活動のない日を校内で設定

（効果）管理職による教職員
の勤務管理ができ、時間外勤
務者や時間外勤務の縮減につ
ながった。

（効果）個人や学校と
して取り組んでいく課
題が明確となり、学校
全体で計画的に取組を
推進する体制が整備で
きた。

時差出勤とは
長期休業期間中は、勤務開始・終了時刻を通常より30分または１時間早くしたり、

遅くしたりするなどの時間設定を行う。

－ ６ －



取組の柱 《 ２ 》 業務改善の推進

2018年度 2019年度 2020年度

１．県教育委員会の取組（ロードマップ）

① 県下統一した小中学校統合型校務支援システムの導入

調査・検討 統合型校務支援システム導入に向けての準備

※県・市町村協議会での検討 ※2021年度に運用開始予定

「県・市町村教育委員会情報化推進連絡協議会」を設置し、県下統一した公立
小中学校の統合型校務支援システムの導入を進める。

教頭（人・年）

229.8時間
クラス担任（人・年）

224.1時間

（軽減された時間）

－ ７ －

統合型校務支援システムとは、教務系（成績処理、出欠管理、時数等）、保
健（健康診断票、保健室管理等）、指導要録等の学籍、学校事務等の機能を統
合したシステムのことであり、「手書き」・「手作業」が多い教員の業務の効
率化を図る観点で有効である。

（文部科学省の検証結果より）
統合型校務支援システムに登録された各種情報は蓄積されていくため、在籍

情報を入学時に一度入力すると、出席簿の作成、成績表等の作成、通知表の作
成、指導要録の作成と、それぞれのタイミングで必要となる情報を付加するだ
けで、各種書類を作成できることがメリットである。
校務の効率化によって創出された時間を、授業準備（教材研究）、子供たち

と触れ合う時間にあてることができる。

教頭 担任

グループウェア 100.0時間 100.0時間

校務支援
システム

出席簿 3.1時間 6.8時間

通知表 5.6時間 44.1時間

日誌／週案 121.1時間 35.5時間

指導要録１ 14.2時間

指導要録２ 23.5時間

校務
効率化時間

年間 229.8時間 224.1時間

週 換算 4.75時間 4.6時間

日 換算 57分 56分



③ テレビ会議システム等を活用した研修の充実

これまで総合教育センターで行っている校外研修について、南部・西部での

サテライト研修やｅラーニング研修を取り入れ、教職員の研修会場までの移動
時間の負担を軽減する。また、各課が主催する研修を含め、テレビ会議システ
ムの活用を推進する。

年間のスケジュール （2018・2019・2020年度）

7月 10月 1月

※各年度とも同様のスケジュール・方法で行う

３月４月

テレビ会議システムの活用について検討調査 方針の決定

〇ジャンプアップ研修（教職５年次研修）阿南市会場 美馬市会場
〇リーダーシップ養成研修 阿南市会場
〇英語中核教員研修 阿南市会場 美馬郡会場
〇道徳教育推進教師研修会 阿南市会場 三好市会場
〇熱中症講習会 阿南市会場 三好郡会場

（南部・西部 サテライト研修会場）

② 学校への調査・照会の精選

事務局各課において、学校への調査・照会・回答を求めた文書について、発

出状況の点検を行い、重複したものとなっていないか、慣例的なものではない
か、などの視点で、平成２７年度から統合や削減等の改善を行ってきたところ
である。引き続き、学校への照会等の精選に努める。

年間のスケジュール （2018・2019・2020年度）

各課で検討

7月

※各年度とも同様のスケジュール・方法で行う

とりまとめ・各課へのヒアリング

H27 H28 H29

１７ １１ １４
（調査・照会の改善数）

４月 10月 １月 ３月

方針の決定

平成30年度ｅラーニング研修実施状況
ジャンプアップ研修（教職５年次研修）において実施し、

研修日数を0.5日短縮した。

－ ８ －

平成30年度サテライト研修実施状況



２ ．市町村教育委員会の取組例

① 市町村教育委員会版「学校における働き方改革指針」等の作成

② 給食費等の公会計化の推進

③ 研究指定校に係る関係団体への理解促進

研究指定の数の縮減や計画書、報告書等の様式の簡素化について業務改善の観

点から、小教研や中教研等、関係団体への理解促進が図られるよう取り組む。

県が策定するプランを踏まえ、市町村の実態に応じた働き方改革の指針やプラ

ンを策定し、効果的な取組を推進する。

（重点モデル地域の事例）
１．教職員の勤務態様による適正な勤務時間の割振り
２．残業時間縮減への対応
３．夏季休業中の8/12～15日の４日間を閉庁日に設定
４．中学校においては、週に１日、平日にノー部活動デーを設定

学校給食費や各学校が共通で使用する補助教材費の徴収業務を市町村教育委員

会等が一括管理する公会計化の取組を推進する。

（効果）各学校におけ
る具体的取組の指針と
なることで、業務改善
が推進されるととも
に、保護者や地域への
理解も促進される。

（他県の事例）全児童の給食費に係る引き落とし
口座を市教育委員会のシステムで一元管理し、金
額変更、未納者に対する徴収業務などの対応をす
べて市教育委員会で行う。

（効果）学校での現金の取扱いや入金
手続き、未納者に対する督促などの業
務がなくなったため、教職員の負担は
大きく軽減された。

－ ９ －

④ 夏季休業中の研修の精選

県教委主催の研修と類似の内容を扱うものについては見直すなど、研修の精選

を図る。

⑤ 留守番電話の導入

勤務時間外における保護者からの電話対応は、原則として留守番電話で行うこ

とを推進するとともに、ＰＴＡ総会や学校便り、ホームページ等で周知を図る。

（重点モデル地域の事例）管内すべての学校において、
休業日や時間外の対応は、留守番電話で行う。緊急の要
件については、役所宿日直で対応することとしている。

（効果）電話対応の業務をで
きるだけ勤務時間内に行うこ
とで、教職員が帰宅しやすい
環境づくりと時間外勤務の縮
減にもつながっている。



③ 教材の共有化や業務内容のマニュアル化とデータ化

⑤ 地域行事等に係る外部への委託の推進

勤務時間外の地域への施設開放については、外部委託により行う。例えば、

地域の代表者などに、その管理をお願いするなどの外部委託を行う。

④ 共有物品・書類等の「集中化」と「見える化」

文具やプロジェクタ、スクリーン、ＣＤプレイヤーなどの共有物品や書類等

は一箇所にまとめて、見えるように管理しておき、物品や書類等を探す手間を
省けるようにする。

学習指導案や学習プリント等の教材を共有フォルダにデータで保存しておく
ことで、教材を共有化するなど授業準備の効率化を図る。また、学校行事等、
業務内容のマニュアルを作成し、データとして共有フォルダに保存しておくこ
とで、スムーズな引継ぎを図る。

（他県の事例）教員がそれぞれ書類を保管するの
ではなく、業務ごとに分類し、ファイリングした
上で、一箇所に保管し、共有する。

（効果）書類を探す手間が省け、
管理職等が閲覧したい書類をすぐ
に見つけることができる。また、
教員の机も整理され、業務効率が
あがる。

② 学校行事等の精選・見直し

学校に設置されている様々な委員会等について、類似の内容を扱うものにつ

いては、合同設置や構成員の統一など、業務の適正化を図る。

（モデル校の事例）年間行事や委員会等を一覧に
し、「見える化」することで、実施時期や内容等
を踏まえ、削減や統合について、検討を進めた。

（効果）年間を通じたバランスのよ
い効果的な学校行事等の実施につい
て、計画を見直すことができた。

３ ．学校の取組例

① 会議の精選や会議時間の短縮

定例化した会議を見直すなど、会議の精選に努める。また、ペーパーレス化

など、印刷の手間を省き、会議の準備に要する時間を短縮する。

（モデル校の事例）会議時間を１時間以内と規定し、
効率的な議事運営に努めた。また、校務分掌や委員会
を整理し、会議数の削減に努めた。

（効果）会議や校内研修の回数
が減少し、個人の業務に費やす
時間が増加した。

－ 10 －

（効果）会議や校内研修の回数
が減少し、個人の業務に費やす
時間が増加した。



取組の柱 《 ３ 》 外部人材等の活用

１．県教育委員会の取組（ロードマップ）

児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制整備を図るため、教材作成の

補助や印刷、ＩＣＴに関する業務の支援等を行うスクール・サポート・スタッフ
を配置する。また、効果的に活用するために活用マニュアルを作成する。

① スクール・サポート・スタッフの配置促進

（モデル校の事例）学校行事の準備や
印刷、教材作成の補助業務等におい
て、活用が進んでいる。

（効果）授業準備等にあてる時間の確保
にもつながり、時間外勤務の縮減にもつ
ながってきている。

② 部活動指導員の配置促進

部活動指導員の配置を促進し、教員の教材研究等に係る時間の確保や、専門外

教員の心理的負担の軽減を図るとともに、市町村教育委員会での円滑な人材確保
に資するため、競技別の人材リストを作成する。また、指導員の資質能力の向上
を図るため、任用前研修等、研修会を開催する。

③ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置拡充

年間のスケジュール （2018・2019・2020年度）

7月 10月 1月４月 ３月

配置・効果の検証

複雑化・多様化する学校現場における諸課題について、教員が抱え込まず、専

門家と連携協働する体制を整備するため、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーの配置を拡充する。

（モデル校の事例）日々の練習における指導を
はじめ、大会への引率や緊急時の対応など、部
活動の運営に係る業務を任せることができるよ
うになっている。

（効果）教材研究や校務分掌に係る業務
にあてる時間の確保につながっている。
また、競技経験のない部の指導に対する
心理的負担の軽減にもつながった。

－ 11 －

2018年度 2019年度 2020年度

配置・検証 配置・検証 配置・検証

ﾏﾆｭｱﾙ作成 ﾏﾆｭｱﾙ更新

2018年度 2019年度 2020年度

配置・検証 配置・検証 配置・検証

ﾘｽﾄ作成 ﾘｽﾄ更新

※各年度とも同様のスケジュール・方法で行う



２ ．市町村教育委員会の取組例

① 地域人材バンクの整備と運用

ボランティアとして学校行事等に参加してくれる人材を登録する地域人材バ

ンクを整備し、地域の企業等と連携しながら、人材の発掘やコーディネートを
行う。

② コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の導入

学校を核として、地域全体で子供たちの学びや成長を支えていく取組が推進

されるよう、保護者や地域住民が学校運営に参画する「コミュニティ・スクー
ル」や地域住民が学校の教育活動を支援する「地域学校協働本部」の導入を進
める。

地域学校協働活動
学校の環境整備

コミュニティ・スクール
放課後の学習支援

（重点モデル地域の事例）地域のネットワークづく
りに努め、学校支援隊として多くの地域人材を放課
後の学習支援や昼休みにおける子供の居場所づくり
等、学校教育のなかで活用している。

※平成30年１月時点
ボランティア（学校支援隊登録者）数 約540名
（小学校の事例）
学力向上部会（読み聞かせ、地域学習 など）
豊かな心部会（お米づくり、芋づくり など）
健康安全部会（樹木剪定、交通安全教室 など）

（効果）子供たちのコミュニケーショ
ンの力や社会性が高まるなどの教育効
果はもとより、教員の負担軽減にもつ
ながっている。

② スクールカウンセラー等、専門家との一層の連携

不登校やいじめ問題など心のケアを必要とする事案への対応は、教員の心理

的負担も大きいため、専門家との連携を図ることで、その負担を軽減する。

３ ．学校の取組例

① 外部人材の受入れに係る窓口の一元化と広報

各担当教員がそれぞれに外部人材の受入れに関する業務を行うのではなく、

学校の実態に応じて、窓口を学校事務室に置くなど、事務職員等が一括して、
その役割を担うような体制づくりを推進する。

コミュニティ・スクール
地域学校協働本部

地域人材バンク 学
校
窓
口

各教員は授業や学校行事において活
用したい外部人材の派遣について、学
校窓口（事務室等）に要請する。

学校行事、授業等への支援派遣

イメージ図

要請

－ 12 －



取組の柱 《 ４ 》 部活動の適正化

１．県教育委員会の取組（ロードマップ）

① 運動部活動に関する方針の策定と推進

スポーツ庁が策定した「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」
を踏まえて、適切な活動時間や休養日等の設定を行う。

方針の主な内容(抜粋）

【適切な休養日等の設定】
・学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。
・平日は少なくとも１日、土曜日及び日曜日は少なくとも１日以上を休養日とする。
・長期休業中について学期中の休養日に準じた扱いを行うとともに、ある程度長期の
休養期間（オフシーズン）を設ける。

【活動時間の設定】
・１日の活動時間は、長くとも平日は２時間程度、学校の休業日は３時間程度とする。
・早朝練習については、放課後の練習が充分に確保できる場合は、原則として行わない
こととする。

② 文化部活動に関する方針の策定と推進

徳島県教育委員会

「運動部活動の在り方に関する方針」全文

文化部活動についても、運動部活動と同様に、国の動向等を踏まえて、その適

正な在り方等について検討を行う。平成３０年中に策定される国の指針や有識者
会議での議論を注視し、高等学校文化連盟等と協力しながら、各学校文化部の活
動状況の把握に努め、方針を策定する。

本年度のスケジュール （2018年度）

7月 10月 1月４月 ３月

文化庁ガイドラインの作成

③ 各連盟・各競技団体等との連携・協力

方針の策定

【指導・運営に係る体制の構築】
・ 生徒や教師の数、部活動指導員の配置状況を踏まえ、指導内容の充実、生徒の安全の
確保、教師の長時間勤務の解消等の観点から、適正な数の運動部を設置する。

※ＱＲコードは、こちら

－ 13 －

学校の運動部が参加する大会等については、生徒や運動部顧問の過度の負担と

ならないよう大会数や運営方法の見直しなど、協力を依頼する。

http://hatarakikata.tokushima-ec.ed.jp/?page_id=160



③ 各連盟や各競技団体との連携・協力

３ ．学校の取組例

（重点モデル地域の事例）
・ 週２回の休養日に加え、長期休業日にまと

まった休養日（３～５日程度）を設ける。
・ 週休日の練習や練習試合、大会参加の上限

を年３５回までとする。

（効果）教職員の勤務効率の向上やス
トレスの軽減、生徒の部活動と学習の
両立のための時間的余裕の創出にもつ
ながってきている。

２ ．市町村教育委員会の取組例

① 適正化に向けた方針の作成

② 市町村内の学校すべての統一した「ノー部活動デー」の設定

週当たり２日以上の休養日を設けるなど、管内中学校の足並みをそろえ、地域

をあげた取組を推進する。

県の「運動部活動の在り方に関する方針」を踏まえ、市町村版の部活動の適正
化に向けた方針を作成するとともに、その完全実施に向けて、取組を推進する。

① 方針の作成（部活動運営規則との一体的改革）

② 休養日の設定や計画的な活動時間の徹底

（モデル校の事例）月間練習スケジュール
を作成し、教職員の間で共有する。また、
ホームページに掲載することで、保護者と
地域に公開している。

（効果）顧問裁量ではなく、学校全体で
部活動を運営するという意識が醸成さ
れ、生徒や保護者からも理解されてい
る。

学校行事や定期考査を活用するなど、休養日の設定における工夫を図るととも

に、年間活動計画の作成など計画的な運営を図る。

毎年度、「学校の部活動に係る活動方針」を策定し、学校のホームページ等に

より公表する。

複数顧問体制をより推進することにより、交代で指導や安全管理を行うなど、

時間外勤務の縮減を図る。例えば、曜日ごとに輪番による指導を行うなど運営
体制の見直しを図る。

③ 複数顧問体制の確立

④ 将来を見据えた部活動の在り方の見直し

（他県の事例）教員数と部活動数を考慮
し、適正な数にするため、部活動顧問
会、ＰＴＡ、体育文化後援会等で部活動
の精選に関する規定を設ける。

市町村教育委員会とも連携を図り、部活動数の見直し、地域スポーツクラブや

企業との連携、広域部活動の実現など、持続可能な部活動の在り方を検討する。

（想定される規定）
・大会出場規定に満たない部員数
・新入部員がいない
・２年以上、大会やコンクールへの出場がない

－ 14 －

学校の運動部が参加する大会等については、生徒や運動部顧問の過度の負担と

ならないよう大会数や運営方法の見直しなど、協力を依頼する。



取組の柱 《 ５ 》 保護者・地域への理解促進

１．県教育委員会の取組（ロードマップ）

① 広報紙を活用した取組の発信

「教育通信ふれあいひろば」等の広報紙を活用して、県教育委員会としての取
組や市町村及び学校における働き方改革の取組を周知・広報することで、保護者
や地域の方々への理解を促進する。

６月号

★とくしまの教育・・・教職員向けに毎年６月に発行（発行部数７０００部）
★ふれあいひろば・・・保護者向けに毎年７月・１０月・２月に発行（発行部数９万部）
※学校における働き方改革に関する取組事例等を紹介

１０月号

６月号

２月号7月号 １０月号７月号

教職員の長時間労働について、保護者の方々に、教職員の働き方に対する理解
と改善策の協力等を内容とした文書等メッセージの発信を行う。

② 県教育委員会から保護者へのメッセージ発信

③ 県教育委員会ホームページによる情報発信

県教育委員会としての、学校における働き方改革に関する様々な取組をひとま

とめにした「とくしまの学校における働き方改革ホームページ」を新規開設し、
保護者や地域の方々に情報発信することで、より広く理解と協力を得ていく。

http://hatarakikata.tokushima-ec.ed.jp

●徳島県の学校における働
き方改革に対する取組の方
向性を掲載しています

《働き方改革トップページ》 《学校の働き方改革事例》 《学校の働き方改革役立つ資料》① ② ③

●平成３０年度の働き方改革
に関する市町村・学校等の取
組事例を掲載しています

●徳島県内の働き方改革に
関する役立つ資料等を掲載
しています

働き方改革ホームページ ※主なサイト紹介

https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kyoiku/gakkokyoiku/5020038/

ホームページによる広報紙の紹介

－ 15 －

※ＱＲコードは、こちら



２．市町村教育委員会の取組例

（他県の事例）コンパクトにまとめられたチラシを
できる限り保護者にわかりやすい形で発出できるよ
う、紙媒体と電子媒体の両方を作成し、特に、電子
媒体では、メールで発信できる形式で作成した。

（効果）メールで送付すること
で、各自スマートフォン等で見
ることができ、学校の働き方に
関する意識が高まった。

① 保護者向けの啓発文書やホームページによる理解の促進

学校のホームページや学校通信、学校メール等を活用し、学校での働き方改
革に関する取組について発信する。ＰＴＡ総会、入学説明会等で教育委員会が
作成したプラン・チラシ等を活用し、学校の状況を踏まえた説明を行う。

① 保護者・地域に向けた啓発の推進

３．学校の取組例

県教育委員会が発信するメッセージを踏まえ、市町村の実態に応じて、コン
パクトにまとめたチラシ等の作成を行う。また、広報紙・ホームページ等での、
長期休業期間中の学校閉庁日の設定や留守番電話の導入、部活動指針の策定な
ど働き方改革に関する取組の紹介を通して、地域や保護者への理解を促進する。

（重点モデル地域の事例）各種保護者向けの文書

『学校における働き方改革と中
学校部活動のあり方について
（お知らせ）』

教育委員会と学校長の連名で
発出。１教職員の勤務指針と２
中学校の部活動指針を入れて
送付します。

『学校における働き方改革に伴
う留守番メッセージ導入につい
て（お知らせ）』

教育委員会と学校長の連名で
発出。お盆期間・土日祝日・年
末年始・振替休日・平日業務終
了後について記載しています。

保護者や地域に対し、適切に説明責任を果たし、その理解と協力を得るため
にも業務改善や部活動の適正化など、働き方改革について、学校評価に明確に
位置付ける。

② 学校評価への明確な位置付け
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３つの主体で取り組みます

〇時間外勤務の縮減に
向けた目標設定

〇管理職へのマネジメント
研修

〇優れた改善事例の
周知・広報

〇県下統一した小中学校
統合型校務支援システ
ムの導入

〇県教委から学校への
調査・照会の精選

〇テレビ会議活用などに
よる研修

〇運動部活動に関する
方針の策定

〇文化部活動の適切な
在り方検討

〇広報紙・ホームページ
を活用した周知・広報に
よる保護者や地域への
理解促進

〇保護者の理解促進の
ためのメッセージ発信

〇スクール・サポート・ス
タッフと部活動指導員
の配置促進

〇スクールカウンセラ－・
スクールソーシャル
ワーカーの配置拡充

業
務
改
善
の
推
進

外
部
人
材
等
の
活
用

部
活
動
の
適
正
化

理
解
促
進

保
護
者
・地
域
へ
の

とくしまの学校における働き方改革プラン取組の概要

県教育委員会
市町村

教育委員会

５
つ
の
柱

業務の適正化と質的転換による教育力の向上と持続可能な学校づくり

〇タイムマネジメントの
醸成

〇ＩＣＴを活用した勤務
時間管理の導入・整備

〇時間外勤務の縮減に
関する目標設定

〇業務改善方針の策定
〇留守番電話の導入
〇給食費等の公会計化
〇研究指定に係る関係
団体への理解促進

〇適正化に向けた方針
の作成

〇部活動指導員の配置
や地域ボランティア
（外部人材）の活用

〇地域人材の活用
〇学校を応援・支援する
体制づくりの推進
※コミュニティ・スクー
ルや地域学校協働本
部の導入推進

〇保護者向けの啓発文
書作成やホームペー
ジを活用した広報によ
る理解促進
※地域への啓発

〇管理職による勤務時間
の客観的な把握

〇教職員の意識改革の
ための研修会の実施

〇休暇取得促進や勤務
態様に応じた勤務時間
の設定

〇ＩＣＴの効果的活用
〇学校行事等の精選
〇会議の精選や会議時間
の短縮

〇業務改善目標設定

〇運営体制の見直し
〇方針の作成
〇将来を見据えた部活動
の在り方の見直し

〇学校ホームページや
学校通信等の活用に
よる働き方改革の取組
に対する保護者・地域の
理解促進

〇外部人材の受入れに
係る窓口の一元化と
広報の充実

〇スクールカウンセラー
など専門家との一層の
連携

学校
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重点モデル地域での取組

モデル校での取組

プラン策定にあたっての検討
（学校における働き方改革推進チーム開催状況）

●第１回会議 開催日：平成30年6月6日（水）

●第２回会議 開催日：平成30年8月3日（金）

●第３回会議 開催日：平成30年11月20日（火）

●藍住北小学校の取組
スクール・サポート・スタッフの配置校として授業準備の補助等、教員

の業務負担軽減に取り組んでいます。ソフトウェアやタブレットの活用に
よる出退勤管理、「カエルボード」の活用による時間外勤務の縮減に取り
組んでいます。

●北島中学校の取組
部活動指導員の配置校として、学校の部活動方針に従った計画的な

部活動運営により、教員の業務負担の軽減を図っています。また、タイ
ムカードによる出退勤管理や退校時刻を意識した取組を推進しています。

●小松島高校の取組
業務改善アドバイザーによる研修を通じて、初めて学校閉庁日を設定

し、お盆期間の休暇取得促進を図りました。また、会議の時間制限や「カ
エル宣言カード」の表示によって、勤務時間意識を高めています。さら
に、委員会や行事等の見直しも検討しています。

●板野支援学校の取組
業務改善アドバイザーによる研修を通じて、職場環境の改善に取り組

んでいます。また、校内働き方推進チームを組織し、「退校宣言ボード」の
活用や業務改善のキャッチフレーズによる意識改革に取り組んでいます。

●東みよし町の取組
業務改善ポリシーを策定し、学校における働き方改革に関する具体的取組を推進しています。

【取組】
○「東みよし町立幼小中教職員の勤務についての指針」の通知
○中学校部活動の検討
「学校における働き方改革と中学校部活動のあり方について」の
保護者への周知
○お盆期間中の学校閉庁日において、日直勤務の廃止に伴い、
留守番メッセージ電話を導入

○コミュニティ・スクールにおける学校支援隊の方々による学校支援
活動の実施

○教育クラウドを活用した指導案、教材資料等のデータベース化
○ソフトウェアによる勤務時間の把握
○教職員の意識改革・学校マネジメント強化のための研修等
〇事務グループ制を活かした教職員の業務改善の推進

学校支援隊の方々による活動

教職員のマネジメント研修
ソフトウェアによる
勤務時間把握

退校宣言ボードの活用
スタンディングテーブルの
設置による会議の簡素化

「見える化」による校務
分掌業務等の精選
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カエル宣言カードの表示

スクール・サポート・スタッフの動画が
ご覧になれます

部活動指導員の動画がご覧になれます

※いずれの動画もYouTube徳島県チャンネル（魅せる！とくしまムービー）からご覧いただけます。



とくしまの学校における働き方改革プラン

平成３０年１１月
徳島県教育委員会教育政策課
働き方改革・人財・発信担当
電話 088-621-3159

「とくしま教育の日」シンボルマーク

ロケットのように上昇する鉛筆は、教育の充実と
発展、そして未来への希望を表し、背景の三色の
交わり合った輪は、「学校・家庭・地域が一体」
となるさまを表現しています。


